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図３　長崎県への正規入国者数
以上の表と図が示す傾向は次の通りである。
まず山口県に関しては、期間を通じて韓国なら
びに北朝鮮からの入国者数が増加している一
方、中国からの入国者は１,０００人台を推移して
いる。福岡県については、１９７０年代後半までは
韓国からの入国者が多かったが、１９８０年代初頭
においては中国からの入国が上回っている。米
国からの入国者は３,０００人台で推移している。
長崎県への入国者数は福岡県、山口県よりも
少ないが、１９８０年代の初めを除き、米国からの
入国が多いことが特徴である。鹿児島県の場
合、入国者数は長崎県よりも多いものの、福岡
県と山口県よりは少ない。米国籍を持つ者の入
国は１９７０年代初めまで多かったが、１９７２年以降
は減少している。その一方で中国からの入国が
増加している。
つまり、本稿の調査対象となった時期に関す
る限り、九州４県の国際関係には次のような特
長があることが分かる。すなわち、山口県と福
岡県は朝鮮半島との関係が深いのに対して、長
崎県は米国との関係が深いということである。
また鹿児島県の場合は、１９６０年代末までは米国
との関係が深かったのに対し、１９７０年代からは
中国との関係が深まるという変化が起きてい
る。
４.　考　察
上記の調査結果から、少なくとも次の２点に
ついて述べることができる。
　地理と国際政治の影響
九州４県への入国者数の動向には、各県の地
理的な位置関係に加えて、国際政治の動向が影
響を与えていることが考えられる。つまり本稿
の調査結果は、地理的な位置関係が国際関係に
おける構造的な要因の一つであることを再認識
させる。
調査の対象とした１９６６年から１９８３年までの１８
年の間の国際政治は、１９５０年代後半以来の東西
緊張緩和、１９７０年代のデタントを経て、１９７０年
代末からは新冷戦（１９７９８９年）を経験してい
る。１９８３年は東西冷戦の終結の一つの重要な要
因であったゴルバチョフのソ連書記長就任
（１９８５年）を間近に控えた時期である。
このような国際関係が、調査の対象となった
３つの国・地域にどう影響していたかをごく簡
潔に振り返るならば、まず米国に関連すること
として１９７３年にはベトナム和平協定が調印され
ている。韓国は、朴正熙政権の成立（１９６１年）
から全斗煥政権（１９７９年）へ移行した時期であ
る。また日中関係においては中華人民共和国と
の国交正常化（１９７２年）が行われた。
本稿の集計結果と、上に述べた国際政治上の
出来事を直ちに結びつけることはできない。し
かしこれらの影響の数々が及んでいるであろう
と推測することは可能である。特に長崎県と鹿
児島県からの米国人の入国者数が１９６０年代後半
から減少し、１９７０年末まで少なかったことに関
しては、ベトナム戦争における米軍人の動員状
況との関連が考えられる２）。
　経済のグローバル化がもたらす国家レベ
ルと地域レベルの影響の違い
グローバル化の結果として、国境の意味合い
が相対的に弱くなったといわれる。しかしこの
ことと、人間の活動にとって距離が意味を持た
なくなることとは、別であろう。グローバル化
が進んでも、すべての県が外国と均等に「近く」
なるわけではない。従来からＡ国と近かったＢ
国のＸ県は、グローバル化の進展に伴ってＡ国
とますます「近く」なることが考えられる。し
かしその隣のＹ県も、Ｘ県と同様にＡ国に「近
く」なる、例えばインバウンド観光客の増加を
自動的に期待できるとは考えにくい。つまり、
グローバル化の過程の中でＹ県がＡ国と近くな
りたいとすれば、Ａ国との関係にとどまらずＸ
県との関係をも再編成する必要があるというこ
とである。国家間の距離が「近く」なった結果
として、国内の県と県の間の距離が新たな課題
として現れてきたということである。
正規入国者数から見た九州４県の国際関係―１９６６年から１９８３年まで―
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国際観光振興機構によると、２００７年のインバ
ウンド観光客数は過去最高の８３４万人を記録し
ている一方、九州から入国するケースが増加し
ているとのことである（日本経済新聞 （２００８））。
しかしこのことから九州の各県が同様にインバ
ウンド観光客の入れ込みを期待することはでき
ない。このような観点からすれば、九州観光推
進機構に見られるような地域ぐるみの観光政策
の形成は、地域レベルでのグローバル化への対
応への一例と性格づけることができよう。上述
の「近い」「遠い」の関係のために九州各県
の間に何らかの問題が発生するであろうか？ 
もし発生した場合にはその問題の解決に向けた
調整が行われるであろうか？　これらも今後の
研究課題である。
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注
１）今後は正規入国者数の調査対象時期を１９８４年以
降に延長する一方，観光客数のデータについても
調査を継続したい．なおその場合に考慮に入れる
べき政治経済的な諸要因に関して，本稿の査読者
から示唆をいただいた．記して感謝したい．
２）入国者の特性を県別に整理する際の基準につい
ても，査読者から示唆をいただいた．これに則っ
た調査は本稿では行っていないが，今後の課題と
したい．
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